
  G空間技術を活用した地域連携型防災まちづくり事業 

実施団体名 熊本県人吉市，九州G空間情報実践協議会（QGSIPC），鹿児島県伊佐市，鹿児島県湧水町，九州大学，熊本大学， 
（株）価値総合研究所，（株）パスコ，国際航業（株），ESRIジャパン（株），（株）Cueform 

実 証 地 域 熊本県人吉市、鹿児島県伊佐市、湧水町 実 施 期 間 平成２６年９月～平成２７年３月 

事 業 概 要 

【背景・目的】山間部や過疎地等における豪雨・洪水の迅速把握及び情報伝達が課題となっている現状を踏まえ，このような地域において自然災害に
よる被害状況を的確に把握し，多層的かつ多様なメディアによる情報伝達を実現するために，防災Ｇ空間情報の集積・流通に有用な基盤を構築し，処
理・分析・災害予測の高度化や可視化情報のモデル化を図り，必要となるシステム等の開発・運用実証を行い，事業の継続及び普及展開に向けたモデ
ル等の検討を行う。 
【実証内容と目標】 
実証Ⅰ）災害及び被害状況を的確に把握するための実証 
①災害及び被害状況をリアルタイムに収集し，更新した結果を共有できるシステムを構築する。②参加型の災害情報収集・蓄積の仕組みを構築し，住
民がＧ空間情報とともに災害状況を共有できる環境を整備することで住民の防災活動参加率を向上させる。③災害対策本部の意思決定の迅速化や避難
等の行動誘発率を高めるために，災害予測精度の向上や可視化された分かりやすいＧ空間情報を生成するモデルを構築する。④災害時や平常時に関係
主体間で容易にＧ空間情報を流通できる基盤を構築し，当該基盤を利活用できる地方公共団体数を拡大する。 
実証Ⅱ）多層的かつ多様なメディアによる伝達方法の実証 
①多種多様な伝達方法・メディアによる実証を行い，情報伝達率を向上させる。②多様なメディアによる住民向け災害情報伝達実証を通じて，住民の
災害に関する意識を向上させる。③移動・輸送型の情報伝達実証を通じて，避難行動要支援者の避難所までの移送時間を短縮する。④実証に用いるシ
ステムを利用した避難支援に協力可能な地域事業者を確保する。 
実証Ⅲ）事業継続及び普及展開に向けた検討 
普及展開にむけたシンポジウムを開催し，100名程度の参加者を見込む。 

実 証 結 果 

【実証Ⅰ】災害対策本部では，G空間情報技術により、浸水，土砂災害のシミュレーション結果や気象予測などの想定情報、住民や職員からの投稿情
報、要支援者の位置や輸送車両の位置、通行止め情報などの対策に資する情報が一元的に管理され、同一画面に表示できることで容易に現況把握と対
策立案に繋がり、早期の災害対応に有効であるとともに，災害対策の意思決定がスムーズに行うことができた。また，参加型情報収集システムにより
相互に情報を発信・共有することができる点は有効であった。 
【実証Ⅱ】インターネットTVなど容易に情報を得られる手段，災害情報の見える化を評価する意見が多く得られた。山間地や過疎地において，デジタ
ル情報は現実の距離を縮める役割を果たしたといえ，住民への早期かつ的確な情報伝達ができれば，防災の一助を担うことができることを実証できた。 
【実証Ⅲ】シンポジウムの開催，防災訓練に関する新聞，NHKニュース報道など，本事業の取り組みを広く周知できた。また，事業継続のための母体
となる組織として一般社団法人を設立することとなった（平成27年4月1日設立予定）。 

【実証Ⅰ】収集した情報に関する利用条件，情報の収集方法に関するルール，災害別地域別情報の集約化ルール，参加型災害情報収集システムの仕様
及びデータベースの仕様，参加型情報収集システムの運用ルール，河川氾濫発生予測システムの仕様，土砂災害発生予測システムの仕様，警戒・避難
情報を視覚的情報として可視化するルール 
【実証Ⅱ】防災Ｇ空間情報流通におけるセキュリティポリシー，他システムと連携するためのＡＰＩ仕様，支え合いシステムの仕様，支え合いシステ
ムの運用方針，地方自治体間における個人情報相互流通ルール，移動・輸送支援型システムの仕様，移動・輸送支援型システムの運用方針 
【実証Ⅲ】防災Ｇ空間情報基盤の運用方針，実証エリアにおける継続運用検討 

防災Ｇ空間情報流通基盤 

防災Ｇ空間情報基盤 

防災Ｇ空間情報集積基盤 インターネットTV
配信 

支え合いシステム 輸送支援システム ＜実証Ⅰ＞ 参加型情報収集
システム 

＜実証Ⅱ＞ 
モデル・仕様・
ルール策定 

＜実証Ⅲ＞ 
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１．事業概要 
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本事業においては、自然災害による被害
状況を的確に把握し、多層的かつ多様な
メディアによる情報伝達を実現するため
に、防災Ｇ空間情報の集積・流通に有用
な基盤を構築し、処理・分析・災害予測
の高度化や可視化情報のモデル化を図る。 
 
以下に掲げるシステム等の開発・運用実

証を行い、事業の継続及び普及展開に向
けたモデル等の検討を行う。 

 

■参加型災害情報収集システムの開発・運用 

 実証 

■各種メディアと連携した「新たな支え合い」

による情報伝達実証 

■カーナビ等と連携した移動・輸送支援型の

情報伝達実証 
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２．実証結果 ＜防災訓練による実証実験＞ 
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実証実験１ 

○1月25日（日）9：00～ 

○湧水町川添地区にて河川氾濫 

○湧水町町長、湧水町職員、住民等が24人が
参加（大学･企業関係者を含めると50人以上
が参加） 

実証実験２ 

○1月25日（日）13：00～ 

○人吉市大塚地区、伊佐市木ノ氏地区にて土砂
災害 

○人吉市長、伊佐市長、両市職員、住民等64
名が参加（大学･企業関係者を含めると110
人以上が参加） 

実証実験３ 

○２月８日（日）13：00～ 

○人吉市相良地区等での河川氾濫 

○人吉市長、人吉市、住民等53名が参加（大
学･企業関係者を含めると100人以上が参
加） 

 

 

(例）人吉市浸水災害の防災訓練シナリオ 

訓練開始 

避難所開設 

はん濫警戒情報 

避難勧告 
発令 

訓練終了 

避難準備情報 
発令 

災対本部等 住民等 

雨量、水位、土砂災
害シミュレーション結
果や投稿情報をもと
に避難対象地域、避
難所開設を判断 

自宅等の周囲の状況
を参加型ＳＹＳで投稿 

一般市民は開設され
た避難所へ避難 

参加型ＳＹＳやネットＴ
Ｖで避難準備情報な
ど発令を受信 

災対本部、支え合い、
輸送支援センターの連
携により、要支援者を
送迎指示 

巡回職員が投稿内
容・場所を確認 

要支援者は開設され
た避難所へ避難 
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２．実証結果 ＜システム概要＞ 
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避難対象エリア設定 
通行止め箇所設定 

避難支援対象者抽出 
安否確認 

民生員・住民 

要支援者 

インターネットＴＶ管理 

住民への通達、指示 
住民投稿、職員投稿の管理 

状況監視クライアント 

住民・職員との相互通報 ・住民・職員への通達 

現地巡回職員 
消防団 

避難準備・避難勧告 

避難者移動・輸送支援 
運行管理 

ArcGIS Deskｔop 

家庭 

ドライバ 

輸送指示による運行 

・周辺状況把握 
・災害状況の投稿 

投稿 

投稿 
住民投稿の確認 

危険地域情報 
避難対象地域 

避難対象者位置 
避難所（避難先） 
危険地域・通行止め 

避難対象者位置 
避難所（避難先） 
輸送ルート 

現在地データ 
運行状況報告 

・周辺状況把握 
・災害状況の投稿 

・周辺状況把握 
・災害状況の投稿 

災害状況報告 
現場写真 

降雨情報 

気象情報（クラウドサービス） 河川監視情報 

ライブカメラ 

既存Ｇ空間情報 

情報を集約 対策立案 

氾濫シミュレーション結果 

準天頂衛星 
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２．実証結果 ＜構築したシステムと災害時の役割・利用の関係＞ 
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災害対策本部 

支え合いセンター 

輸送支援センター 

防災関係職員 
現地巡回職員 

民生委員・町内会・
消防団 

住民 

災害時要支援者 

輸送支援事業者 

浸水・土砂の予測と雨量、参加型SYSの投稿情報をGIS上で重
層表示し、避難警報等を発令するエリア、避難所の開設などの
判断を行う。 

災対本部が指定した避難準備情報の範囲をもとに避難行動要支
援者を抽出し、輸送支援センターに避難対象となる要支援者の
位置、名前を伝達する。 

支え合いセンターからの情報をもとに、輸送支援車はルート検
索を行い、避難所までの移動支援を行う。 

住民からの参加型SYSへの投稿情報の確認や、危険性の高い箇
所の確認を参加型SYSをもとに報告する。 

参加型情報ＳＹＳで投稿。 

参加型情報SYSで投稿。避難所開設などの状況を受け取る。 

インターネットTVで災害情報を受信するとともに、災害準備情
報発令時には輸送支援車で送迎される。 

輸送支援センターからの指令のもと、要支援者をピックアップ
し、避難所まで輸送する。 

（九州大学） 防災Ｇ空間情報サーバの運営管理 

参加型情報収集 
システム 

 
 
 
 
インターネットＴＶ 

災対本部システム 
（①状況監視、②避難対象エ
リア設定、③参加型管理、④
ネットTV管理） 

支え合いシステム 

輸送支援システム 

輸送支援システム 

防災G空間基盤 

参加型情報収集
システム 

自
治
体 

住
民
・
地
域
事
業
者
等 

構築利用システム G空間情報の活用 利用者 
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２．実証結果 ＜災害対策本部システム①＞  
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 情報集約・分析・対策の意思決定支援を行う。 

 汎用GISソフトウェアを活用：あくまでも情報を統合することを目的とする。特
別な作り込みを行わないシステムとする。 

 静的なG空間情報（本部コンピュータ内）と動的なG空間情報（九大：防災G空間
情報基盤内）を管理。 
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２．実証結果 ＜災害対策本部システム②＞ 
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 災害対策本部で決定された各種リアルタイム情報（例えば，避難所情報，避難対
象エリア，通行不能箇所など）を随時，防災G空間情報基盤へ入力 

防災G空間情報基盤に蓄積されている 
情報を随時読み込む 

避難対象エリアの抽出 

避難対象者・通行不能箇所の設定 
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２．実証結果 ＜災害対策本部システム③＞  
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 参加型情報収集システムを利用して，住民から災害に関わる情報が収集される。 

 黄色のタグ：住民からの情報，青色のタグ：職員が確認した情報 

 集められた住民の情報，職員が確認した情報を頼りに，発生しうる災害の可能性
を災害対策本部で検討を行い，「開設すべき避難所」「避難させるべきエリア」
を特定する。 

参加型情報収集SYS 
（初期） 

災害対策本部にて収集さ
れたデータとシミュレーション
結果との整合性を判断する。 

（本部SYS①） 

開設すべき避難所，避難
させるべきエリアを特定する。

（本部SYS②） 
決定後，参加型情報SYS
にて住民へ告知 

（本部SYS③） 
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２．実証結果 ＜災害対策本部システム④＞ 

9 

避難場所解説情報、
避難準備、避難勧
告、避難指示等、 
災害対策本部から

の情報 

土砂災害警戒情報、
指定河川洪水予報
等、地方気象台情報 

民間気象会社の 
エリア別天気予報等 

自治体ホームページ
のイベント情報等 

防災G空間基盤 
 
 

河川ライブ画像 
エリア別避難所地図 
避難送迎配車情報等 

災害対策本部 
インターネットTV 

運用者 

情報ソース 

テレビ向
プッシュ

型 
情報配信 
システム 

 
 
 
 
 
 

自治体広報担当等 

オペレーション 住民宅 

リモコン操作による 
既読、未読確認 

電源OFF 視聴中 
管理者側で各住民毎に 
リモコン操作による 
既読・未読状態を把握 緊急時は 

電源自動起動 

天気情報 
（交通情報） 

自治体からの 
お知らせ • エリア毎に合わせ

て情報配信 
• 緊急時はテレビの 

電源を自動ON 
• リモコン操作履歴

で受信状況を把握 
• 危険度に合わせた 

カラー表示 

Internet 

災害時 

平常時 

住民
エリア
情報 

 インターネットTVによる情報提供 

避難準備情報 
避難勧告 等 

避難所地図 
（浸水情報含） 

避難送迎 
配車情報 

はん濫警戒 
情報＋ 

河川ライブ 
カメラ画像 
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２．実証結果 ＜支え合いシステムと輸送支援システム＞ 
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通行止めの登録 

避難勧告地域の登録 安否確認 

避難所の開設 避難準備地域の登録 

避難対象者の抽出 

災害対策本部 支え合いセンター 輸送支援センター 

ルート解析 

通行実績表示 

配車指示 
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２．実証結果 ＜準天頂衛星メッセージシステム及び可搬型Wifiネットワーク＞ 
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 携帯電話不通地域及びテレビ難視聴地域において災害情報の伝達を実証。 

 準天頂衛星メッセージシステムから受電するデータをコード変換し可視化。 

 可搬型無線通信機器を配置し、インターネット環境を有していない避難行動要支
援者宅にもインターネットテレビによる災害情報を発信。 

 

準天頂衛星 
メッセージ 
システム 

可搬型Wifi 
ネットワーク 

QZ-POD 
（受信機） 

※SPAC貸与品 

市販タブレット 
PCへ接続 受信状況 受信データ 

コード変換 

①大塚地区コミニティセンター 

②移動中継局 

③移動中継局 

②移動中継局 ③移動中継局 

Webカメラ 
×2 

Wifi 
通信機 HDMI

【標準施工図】

WifiONU
ﾙｰﾀｰ

5GHｚｱﾝﾃﾅ

5GHｚ無線機

5GHｚｱﾝﾃﾅ Wifiｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ

5GHｚ無線機

大塚
ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

移動中継車
STB

Wifi無線ﾙｰﾀｰ

Wifiｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ

受信位置 

4.9GHz 
ANT 

①大塚地区 
コミニティセンター 

固定局 

各戸設置の 
セットトップ 
ボックス 
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２．実証結果 ＜まとめ＞ 
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●災害時のＧ空間情報の利活用 

• 災害対策本部においては，G空間情報技術を用いて、浸水，土砂災害のシ
ミュレーション結果や気象予測などの想定情報と、住民や職員からの投稿
情報という現実、加えて要支援者の位置や輸送車両の位置、通行止め情報
などの対策に資する情報が一元的に管理され、同一画面に表示できること
で容易に現況把握と対策立案に繋がり、早期の災害対応に有効であった。 

• G空間情報など多種多様な情報が多層的かつ多様な媒体を通して迅速に流
通することで関係者が円滑に状況を共有でき、災害対策の意思決定がス
ムーズに行うことができた。 

• 山間地や過疎地において，デジタル情報は現実の距離を縮める役割を果た
したと言え，住民への早期かつ的確な情報伝達ができれば，防災の一助を
担うことができることを実証できた。 

●住民・災害時の支援者（民生委員等）・職員への多様な手段を用
いた適切な情報伝達 

• 住民，職員などの実証実験参加者からは，参加型情報収集システムの操作
性などの課題も出されたが，相互に情報を発信・共有することができる点
で有効であるとの意見が多く得られた。 

• インターネットTVのように容易に情報を得られる手段，災害情報の見え
る化を評価する意見が多く得られた。 

集約・連携・可
視化による効果
的な対策活動 

流通・共有によ
る円滑な意思決

定 

デジタル技術で
居住地間の距離

を埋める 

市と住民が一体
となった対策 

活動 

安心・安全の 
提供 

県境を越えた自
治体間の情報 

共有 
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３．委託事業終了後の普及展開等 
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■Ｇ空間情報プラットフォーム 

【国】 

■防災Ｇ空間情報基盤 

九州地理空間情報ポータル 

防災Ｇ空間情報集積基盤 
防災Ｇ空間情報流通基盤 

G空間情報PFの防災部分 
もしくは地域拠点としての役割。 
将来的には併合。 
・データ仕様・ルールの策定・規格の統一 

参加型情報収集 
システム 

支え合いシステム 輸送支援システム 

■Ｇ空間情報アプリケーション 

G空間情報アプリケーションは 
個別の機能であり， 
他地域への横展開可能。 
将来的にアプリとして拡充する。 
・アプリ運用方針 

防災G空間情報基盤およびG空間情報アプリケーションは， 
九州G空間情報実践協議会（H27.4より一般社団法人化）にて管理・運営。会員拡充。 
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○ G空間シティ構築事業の成果等を踏まえ、今後の普及展開につい
ては国や地方公共団体等の役割をより明確にする必要がある。
（G空間シティの「見える化」） 

 ⇒基盤となるG空間情報の収集・更新・集約や産学官連携の枠組み強化など 

○ 単年度予算事業というような既存の枠組みにとらわれない制度的
工夫が必要である。 

 ⇒先進的なプロジェクトや対象地域を包括指定する仕組みなどを創設してはどうか。 

○ 「G空間情報」の重要性をより強力に情報発信する必要がある。 
 ⇒G空間は様々な分野に横串を指すことができる重要な基本ツール。今回の事業をきっかけ

に、G空間情報整備のガイドラインやG空間情報活用事例集の整備充実が国・地方を含め産
学官一体となって進められることを期待。 

○ G空間社会の実現に向けた継続的取組とモデル作りは地域主体で
やっていく必要がある。 

 ⇒コミュニティの規模や地域特性、導入手法で各主体の関心度合いは様々。 

○ G空間情報を使った防災訓練の実施等を通して、各主体が持つ得
意分野を最大限に引き出すことが可能となる新たな連携の一端を
垣間見ることができた。 

 ⇒災害時の新たな連携（産学官連携）の姿といえないか。 
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 【連絡先】 
九州大学 工学研究院附属アジア防災研究センター 
三谷 泰浩 教授 
電話番号：092-802-3399 
メールアドレス：mitani@doc.kyushu-u.ac.jp 
 
人吉市 総務部 企画財政課 成長戦略室 
G空間シティ構築事業担当 
電話番号：0966-22-2111（内線：2122） 
メールアドレス：kikakuzaisei@city.hitoyoshi.lg.jp 
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